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職
員
数

　

行
財
政
改
革
や
業
務
の
見
直
し
を
通

し
て
、
適
正
な
職
員
数
維
持
に
努
め
て

い
ま
す
（
表
１
・
２
）。
ま
た
、
年
齢
構

成
の
平
準
化
や
技
術
継
承
の
た
め
、
計

画
的
な
採
用
と
定
年
退
職
者
の
再
任
用

制
度
（
※
１
）
を
活
用
す
る
ほ
か
、
今

後
の
さ
ま
ざ
ま
な
環
境
変
化
に
弾
力
的

に
対
応
す
る
た
め
、
任
期
付
職
員
制
度

（
※
２
）
を
活
用
し
て
い
ま
す
。

職
員
の
採
用
と
退
職

　

平
成
27
年
度
の
職
員
採
用
者
数
は
83

人
で
正
規
職
員
が
57
人
、
再
任
用
職
員

が
21
人
（
う
ち
短
時
間
勤
務
が
8
人
）、

任
期
付
職
員
が
5
人
（
短
時
間
勤
務
の

み
）
で
す
。

　

正
規
職
員
の
退
職
者
数
は
、
定
年
退

職
が
55
人
、
そ
の
他
の
理
由
の
退
職
が

22
人
で
す
。
再
任
用
職
員
の
任
期
満
了

に
よ
る
退
職
者
数
は
12
人
で
す
。

給
与
制
度

　

給
与
制
度
は
、
毎
年
見
直
し
や
点
検

を
行
っ
て
い
ま
す
。

平
均
給
料
額
、
平
均
年
齢
な
ど

（
一
般
行
政
職
）

　

職
員
の
給
料
は
、
職
務
の
内
容
と
責

任
に
応
じ
た
級
と
号
俸
か
ら
成
る
給
料

表
に
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。（
表
３
）

ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
（
※
３
）

（
一
般
行
政
職
）

　

帯
広
市
は
平
成
27
年
度
が
１
０
０
・

１
で
、
平
成
26
年
度
か
ら
０
・
１
ポ
イ

ン
ト
増
え
ま
し
た
。

各
種
手
当

◇
退
職
手
当

・
定
年
退
職　

勤
続
25
年
の
場
合
は

34
・
58
月
分
、
勤
続
35
年
の
場
合
は

49
・
59
月
分
。
１
人
当
た
り
の
平
均
支

給
額
は
２
１
９
８
万
円
で
し
た
。

・
自
己
都
合
退
職　

勤
続
25
年
の
場
合

は
29
・
15
月
分
、
勤
続
35
年
の
場
合
は

41
・
33
月
分
。
１
人
当
た
り
の
平
均
支

給
額
は
４
２
５
万
円
で
し
た
。

◇
期
末
・
勤
勉
手
当

　

基
礎
額
（
給
料
月
額
に
扶
養
手
当
な

ど
と
役
職
加
算
額
※
４
を
加
え
た
額
）

に
区
分
ご
と
の
月
数
を
乗
じ
た
額
を
、

６
月
と
12
月
に
支
給
し
ま
す
。(

表
４)

◇
そ
の
他
の
手
当

・
扶
養
手
当　

１
年
の
収
入
総
額
が

１
３
０
万
円
未
満
の
扶
養
親
族
の
あ
る

職
員
に
支
給
し
ま
す
。

　

国
の
制
度
と
同
様
に
、
配
偶
者
１
万

３
０
０
０
円
、
配
偶
者
以
外
の
扶
養
親

族
１
人
に
つ
き
６
５
０
０
円
支
給
し
ま

す
。
満
16
歳
の
年
度
始
め
か
ら
満
22

歳
の
年
度
末
ま
で
の
子
１
人
に
つ
き

５
０
０
０
円
加
算
さ
れ
ま
す
。

・
通
勤
手
当　

２
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
以
上

の
通
勤
に
自
家
用
車
や
バ
ス
な
ど
を
利

用
し
て
い
る
職
員
に
対
し
、
通
勤
距
離

や
運
賃
の
額
に
応
じ
て
支
給
し
ま
す
。

・
住
居
手
当　

借
家
の
場
合
の
み
家
賃

額
に
応
じ
、
最
高
２
万
７
０
０
０
円
支

給
し
ま
す
。

・
時
間
外
勤
務
手
当　

正
規
の
勤
務
時

間
を
超
え
て
勤
務
し
た
職
員
に
支
給
し

ま
す
。
平
成
27
年
度
の
支
給
額
は
、
支

給
職
員
１
人
当
た
り
平
均
月
額
２
万
４

４
９
４
円
で
し
た
。

　

他
に
、
管
理
職
手
当
・
単
身
赴
任
手

当
・
寒
冷
地
手
当
・
休
日
勤
務
手
当
・

市
立
高
等
学
校
教
員
に
支
給
す
る
特
殊

勤
務
手
当
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

職
員
給
与
費
決
算
額

　

給
与
費
は
、
毎
月
の
給
料
と
扶
養
手

当
や
時
間
外
勤
務
手
当
な
ど
の
諸
手
当
、

民
間
企
業
の
賞
与
に
あ
た
る
期
末
・
勤

勉
手
当
な
ど
を
合
わ
せ
た
も
の
で
す
。

　

決
算
額
は
市
長
と
副
市
長
、
監
査
委

員
、
公
営
企
業
管
理
者
、
教
育
長
の
給

与
を
含
め
た
金
額
で
す
。（
退
職
手
当

は
除
く
）（
表
５
）

人
件
費

　

人
件
費
に
は
、
職
員
の
給
与
・
退
職

手
当
・
共
済
費
の
事
業
主
負
担
分
の
ほ

か
、
市
議
会
議
員
や
審
議
会
な
ど
の
委

員
に
支
払
う
報
酬
も
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

（
表
６
）

市
の
職
員
数
と
給
与

平
成
27
年
度
帯
広
市
人
事
行
政
の
運
営
状
況

　
市
職
員
の
数
や
給
与
、
勤
務
条
件
に
つ
い
て
、
公
平
性
や
透
明
性
を
高
め
る
た
め
、「
帯
広
市
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状

況
の
公
表
に
関
す
る
条
例
」
に
基
づ
き
公
表
し
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
職
員
課
（
市
庁
舎
５
階
、
☎
65
・
４
１
０
７
、
65
・
４
１
０
８
）

問
い
合
わ
せ

※
１　

再
任
用
制
度
と
は

　

定
年
退
職
し
た
職
員
な
ど
を
任
期

を
定
め
て
再
雇
用
し
、
公
務
で
培
っ

た
知
識
や
経
験
を
広
く
活
用
す
る
制

度
で
す
。

※
２　

任
期
付
職
員
制
度
と
は

　

専
門
性
を
必
要
と
す
る
業
務
や
期

間
が
限
定
さ
れ
る
業
務
な
ど
に
対
応

す
る
た
め
、
任
期
を
定
め
て
職
員
を

採
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
制
度
で
す
。

※
３　

ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
と
は

　

一
般
行
政
職
に
つ
い
て
、
国
家
公

務
員
の
給
与
水
準
を
１
０
０
と
し
た

場
合
の
地
方
公
務
員
の
給
料
水
準
を

示
し
た
も
の
で
す
。

表1　部門別職員数　　　　 　 各年度４月１日現在
単位：人

人　　数
平成27年度平成28年度 増　減

議 　 会 11 11 0
総 　 務 176 175 −1
税 　 務 69 71 2
労 　 働 2 2 0
農 林 水 産 41 41 0
商 　 工 34 36 2
土 　 木 136 137 1
民 　 生 228 227 −1
衛 　 生 93 92 −1
教 　 育 203 204 1
消 　 防 227 217 −10
水 　 道 57 55 −2
下 水 道 20 21 1
そ の 他 63 65 2

合　　計 1360 1354 −6
職員数は一般職に属する職員の数です。
短時間勤務の再任用職員・任期付職員は入っていません。

表2　級別職員構成　　　　　　　　　　　　　　　各年度４月１日現在

職務の級 標準的な職務
人数（構成比）

平成27年度 平成28年度
1　級 係 員 264（19％） 262（19％）
2　級 主 任 補 お よ び 専 門 員 311（23％） 360（27％）
3　級 主 任 お よ び 主 任 専 門 員 241（18％） 230（17％）
4　級 係 長 お よ び 主 査 293（22％） 249（18％）
5　級 課 長 補 佐 103（  8％） 107（  8％）
6　級 課 長 89（  6％） 82（  6％）
7　級 企 画 調 整 監 34（  2％） 36（  3％）
8　級 部 長 25（  2％） 28（  2％）

合　　計 1360 1354

表3　平均給料額、平均年齢など（一般行政職）   各年度４月１日現在

区　　　分 平成27年度 平成28年度
平均給料月額 31万  600円 30万6100円

平均年齢 40.7歳 40.3歳

初任給
大学卒 17万4200円 17万6700円
高校卒 14万2100円 14万4600円

表4　期末・勤勉手当
区　　分 期末手当 勤勉手当

６月期 1.225月分
（0.65月分）

0.75月分
（0.35月分）

12月期 1.375月分
（0.80月分）

0.85月分
（0.40月分）

合　計 2.60月分
（1.45月分）

1.60月分
（0.75月分）

一人当たり
平均支給額

普通会計分　135万3000円
企業会計分　145万9000円

（   ）内は再任用職員の支給割合
※４　役職加算額：給料月額×役職による加算5～20％

表5　職員給与費決算額
区　　　分 普通会計分 企業会計分
職員数（Ａ） 1246人 77人

給
与
費

給　　料 45億3123万円 2億9901万円
職員手当 10億4038万円 5038万円

期末・勤勉手当 16億8445万円 1億1235万円
計（Ｂ） 72億5606万円 4億6174万円

1人当たりの給与費（Ｂ／Ａ） 582万3483円 599万6623円
職員数は平成27年4月に給料を支給した職員の数（国保、介護、後期高齢者医
療、ばんえい会計分を除く）です。

表6　人件費
区　　　分 普通会計分 企業会計分
歳出額（Ａ） 825億7886万円 149億  227万円

純損益または実質収支 ― 10億5176万円
人件費（Ｂ） 112億9618万円 5億6988万円

人件費率（Ｂ／Ａ） 13.7％ 3.8％
（参考）平成26年度人件費率 13.3％ 4.7％

冬休み海外研修交流事業�全5カ国のいずれかでホームステイなどを体験。�対小学3年生～高校3年生�日12月24日（土）～翌年1月4日（水）のうちの6～10
日間�定各コース先着10～15人�費成田空港発22万8千円～41万5千円�申・問10月26日（水）までに、電話で国際青少年研修協会（☎03・6417・9721）へ。
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広…告

特
別
職
な
ど
の
給
料
・
報
酬
・

諸
手
当

　

市
長
や
副
市
長
と
い
っ
た
特
別
職
の

給
料
・
報
酬
は
、
市
内
の
公
共
的
団
体

の
代
表
者
な
ど
で
構
成
す
る
帯
広
市
特

別
職
報
酬
等
審
議
会
の
報
告
な
ど
を
も

と
に
決
定
し
て
い
ま
す
。（
表
７
）

勤
務
条
件
・
服
務
・
職
員
研
修

な
ど

　

職
員
の
勤
務
条
件
は
、
地
方
公
務
員

法
に
基
づ
き
、
国
や
他
の
地
方
公
共
団

体
の
職
員
と
の
間
に
バ
ラ
ン
ス
を
失
わ

な
い
よ
う
考
慮
し
な
が
ら
条
例
で
定
め

て
い
ま
す
。
ま
た
、
職
員
の
資
質
向
上

の
た
め
、
計
画
的
に
研
修
を
実
施
し
て

い
ま
す
。

勤
務
時
間
と
休
憩

　

勤
務
時
間
は
１
日
７
時
間
45
分
、
１

週
間
38
時
間
45
分
で
す
。
休
暇
は
年

次
有
給
休
暇
・
病
気
休
暇
・
特
別
休

暇
（
産
前
産
後
・
忌
引
・
夏
季
休
暇
な

ど
）
・
介
護
休
暇
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　

年
次
有
給
休
暇
は
１
年
に
20
日
与
え

ら
れ
、
そ
の
年
に
使
用
し
な
か
っ
た
日

数
は
、
20
日
を
限
度
に
翌
年
に
繰
り
越

し
ま
す
。
平
成
27
年
の
職
員
１
人
当
た

り
の
平
均
取
得
日
数
は
８
・
７
日
で
し

た
。

服
務

　

市
民
の
疑
惑
や
不
信
を
招
く
こ
と
が

な
い
よ
う
、
職
員
に
対
し
て
倫
理
保
持
、

交
通
安
全
な
ど
に
つ
い
て
の
注
意
喚
起

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

職
員
が
営
利
企
業
な
ど
に
従
事
す
る

こ
と
は
制
限
さ
れ
ま
す
が
、
職
務
遂
行

に
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
と
判
断
さ
れ
る

場
合
は
、
許
可
を
受
け
従
事
で
き
ま
す
。

平
成
27
年
度
は
帯
広
市
議
会
議
員
選
挙

の
投
開
票
事
務
を
含
め
６
７
２
件
を
許

可
し
ま
し
た
。

勤
務
成
績
の
評
定

　

勤
務
成
績
の
評
定
は
条
件
附
採
用
職

員
（
新
規
採
用
職
員
）
の
正
式
採
用
時

や
昇
格
時
、
昇
給
時
、
期
末
・
勤
勉
手

当
の
支
給
時
に
実
施
し
て
い
ま
す
。

職
員
の
育
成
の
た
め
の
取
り
組
み

　

地
方
自
治
体
に
お
け
る
、
さ
ま
ざ
ま

な
課
題
に
対
し
、
適
切
に
対
応
し
て
、

市
民
か
ら
信
頼
さ
れ
る
組
織
・
職
員
づ

く
り
の
た
め
に
、
人
材
育
成
推
進
プ
ラ

ン
を
作
成
し
、
必
要
な
能
力
開
発
、
意

識
の
向
上
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
の
研
修
受
講
者
数
は
、

新
規
採
用
職
員
研
修
や
役
職
別
の
基

本
研
修
が
７
２
４
人
、
特
別
研
修
が

９
６
３
人
、
専
門
研
修
機
関
や
先
進
地

な
ど
へ
の
派
遣
研
修
が
33
人
で
し
た
。

職
員
の
福
祉
と
利
益
の
保
護

　

職
員
の
福
利
厚
生
増
進
の
取
り
組
み

の
う
ち
、
共
済
事
業
な
ど
は
北
海
道
都

市
職
員
共
済
組
合
が
、
そ
の
他
の
事
業

の
一
部
は
、
市
か
ら
委
託
を
受
け
た
帯

広
市
職
員
福
利
厚
生
会
が
実
施
し
て
い

ま
す
。
こ
の
う
ち
、
職
員
の
人
間
ド
ッ

ク
受
診
と
定
期
健
康
診
断
の
再
検
査
に

係
わ
る
事
業
費
の
一
部
を
助
成
し
て
い

ま
す
。
ま
た
、
職
員
が
公
務
上
の
災
害

を
被
っ
た
場
合
の
救
済
を
目
的
と
し
た

公
務
災
害
補
償
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
の
災
害
件
数
は
、
公
務

災
害
が
９
件
、
通
勤
災
害
は
３
件
で
し

た
。

分
限
処
分
と
懲
戒
処
分

　

分
限
処
分
は
、
心
身
の
問
題
や
刑
事

事
件
で
の
起
訴
な
ど
に
よ
り
、
職
務
が

十
分
に
果
た
せ
な
い
場
合
に
、
公
務
の

能
率
維
持
を
目
的
と
し
て
行
い
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
は
心
身
の
問
題
で
、
16

人
が
分
限
処
分（
休
職
）に
な
り
ま
し
た
。

　

懲
戒
処
分
は
、
職
員
の
義
務
違
反
に

対
し
、
道
義
的
責
任
を
問
い
、
公
務
遂

行
の
秩
序
を
維
持
す
る
こ
と
を
目
的
と

し
て
行
い
ま
す
。

　

平
成
27
年
度
は
14
人
が
懲
戒
処
分

（
戒
告
９
件
、
減
給
４
件
、
停
職
１
件
）

に
な
り
ま
し
た
。

不
服
申
し
立
て
・
措
置
要
求

　

平
成
27
年
度
は
、
分
限
処
分
や
懲
戒

処
分
と
い
っ
た
不
利
益
処
分
に
対
す
る

職
員
か
ら
の
不
服
申
し
立
て
、
苦
情
相

談
、
勤
務
条
件
に
関
す
る
措
置
の
要
求

は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

市
内
企
業
の
約
９
割
を
占
め
る
中
小

企
業
の
安
定
的
な
経
営
を
支
援
す
る
た

め
、
市
内
中
小
企
業
者
を
対
象
に
、
金

融
機
関
を
通
じ
た
低
利
な
融
資
や
、
融

資
の
際
に
支
払
う
信
用
保
証
料
の
一
部

を
補
助
す
る
制
度
を
設
け
て
い
ま
す
。

ま
た
、
経
営
相
談
窓
口
も
設
置
し
て
い

ま
す
。
制
度
の
利
用
条
件
な
ど
気
軽
に

相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

用
途
に
応
じ
た
資
金
メ
ニ
ュ
ー

　

対
象
と
な
る
業
種
・
企
業
規
模
は
、

次
の
表
の
と
お
り
で
す
。（
一
部
対
象

と
な
ら
な
い
業
種
が
あ
り
ま
す
。）

資
金
メ
ニ
ュ
ー

◆
設
備
資
金

用
途　

店
舗
改
築
や
車
両
購
入
な
ど
の

設
備
資
金
ほ
か

限
度
額　

条
件
に
よ
っ
て
３
０
０
０
万

円
ま
た
は
１
億
円

◆
運
転
資
金

用
途　

人
件
費
支
払
い
や
、
仕
入
れ
資

金
な
ど
の
運
転
資
金
ほ
か

限
度
額　

１
５
０
０
万
円

◆
ニ
ュ
ー
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
資
金

用
途　

十
勝
の
農
畜
産
物
な
ど
、
十
勝

に
優
位
性
の
あ
る
地
域
資
源
を
活
用
す

る
事
業
に
必
要
な
資
金

限
度
額　

運
転
３
０
０
０
万
円
、
設
備

１
億
円

◆
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
資
金

用
途　

経
済
の
著
し
い
変
動
に
対
応
す

る
た
め
、
信
用
保
証
協
会
の
保
証
付
き

融
資
借
り
換
え
な
ど
の
運
転
資
金

限
度
額　

３
０
０
０
万
円

◆
新
規
開
業
支
援
資
金

用
途　

起
業
を
計
画
中
の
人
や
、
起
業

後
１
年
未
満
の
事
業
者
を
対
象
と
し
た

資
金

限
度
額
運
転
・
設
備
各
１
０
０
０
万
円

◆
小
企
業
資
金

用
途　

常
用
従
業
員
が
20
人
以
下
（
商

業
・
サ
ー
ビ
ス
業
は
５
人
以
下
）
の
事

業
所
（
小
規
模
企
業
者
）
を
対
象
と
し

た
、
人
件
費
な
ど
の
運
転
資
金
や
、
店

舗
改
築
な
ど
の
設
備
資
金

限
度
額
運
転
・
設
備
各
１
０
０
０
万
円

信
用
保
証
料
の
一
部
補
助

　

設
備
・
運
転
資
金
は
新
事
業
進
出
の

み
対
象
で
、
他
の
資
金
は
す
べ
て
対
象

と
な
り
ま
す
。

議　長 副議長 議　員
報酬月額 58万円 51万円 47万円

表7　特別職の給料・報酬・諸手当
市　長 副市長

給料月額 100万5000円 80万5000円

期末手当 ［６月期］1.975月分　　　［12月期］2.225月分
（給料月額＋役職加算額）×期末手当月数　※役職加算額：給料月額×20％

寒冷地手当
（月額）

　［11月～３月に支給］
　世帯主で扶養親族がいる場合　　　　2万6380円
　世帯主で扶養親族がいない場合　　　1万4580円

退職手当
（在職月数１月につき）

給料月額×38.25
100

給料月額×31.88
100

新
規
開
業
者
や
中
小
企
業
者
の

経
営
を
サ
ポ
ー
ト

帯
広
市
中
小
企
業
振
興
融
資
制
度

　
　
　
　
　
　
　
商
業
ま
ち
づ
く
り
課
（
市
庁
舎
７
階
、
☎
65
・
４
１
６
５
）

問
い
合
わ
せ

10月は不正軽油防止強化月間です　軽油に重油や灯油を混ぜたり、灯油や重油から軽油を製造したものを販売・使用することは悪質な犯罪です。道は関係
機関と連携して抜き取り調査などを強化します。不正軽油の話を見聞きしたときは連絡してください。　問不正軽油ストップ110番（　�0800・8002・110）

表　融資対象業種・企業規模

業　種 資本の額または
出資の総額

常時使用する
従業員の数

小 売 業 5000万円
以下 50人以下

サービス業 5000万円
以下 100人以下

卸 売 業 1億円以下 100人以下

そ の 他
の 業 種 3億円以下 300人以下
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